
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 1 平成 28年度当初予算について 
 

 

 

 

 

平成２８年度当初予算は、知事の改選期を迎えることから、骨格予算として編

成しています。 

このため、義務的経費や継続的な事業に要する経費を中心に計上しています。 

ただし、新規性のある事業であっても、年度当初から事業着手しなければ、県

民生活に支障が生じたり、事業実施主体である市町村や団体の事業着手に支障を

与えたりする事業については、当初予算への計上を行っています。 
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第１ 平成 28年度当初予算について               
 

 

 

 
 
平成２８年度の地方財政対策では、地域経済基盤強化・雇用等対策費が一部縮小

されたものの、地方の重点課題に対応するための歳出や公共施設の老朽化対策に係

る歳出を重点的に確保することで、実質的に歳出特別枠の前年度水準が確保されて

います。 

 

また、地方公共団体が自主性・主体性を最大限発揮して地方創生に取り組み、地

域の実情に応じたきめ細かな施策を可能にする観点から平成２７年度に創設された

「まち・ひと・しごと創生事業費」は、平成２７年度と同額が確保され、これらの

対応により、地方が地方創生等の重要課題に取り組みつつ、安定的に財政運営を行

うために必要な一般財源総額についても、平成２７年度の水準を上回る額が確保さ

れています。 

 

地方全体として、歳入面では、景気回復の効果等により、地方税や地方交付税の

原資となる国税４税の法定率分の増加が見込まれているものの、歳出面では、社会

保障関係経費の自然増や充実による増などにより、依然として５兆円を上回る財源

不足が見込まれています。 

 

今後も少子高齢化の中で、地域の活性化や雇用対策、福祉の充実など地方の役割

は増大することから、これらに的確に対応していくため、臨時財政対策債などの特

例措置に依存しない持続可能な制度の確立が望まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．地方財政の見通し 
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平成２８年度当初予算は、知事の改選期を迎えることから、骨格予算として編成

しています。 

このため、義務的経費や継続的な事業に要する経費を中心に計上しています。 

ただし、新規性のある事業であっても、年度当初から事業着手しなければ、県民

生活に支障が生じたり、事業実施主体である市町村や団体の事業着手に支障を与え

たりする事業については、当初予算への計上を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計当初予算の規模 ６，８７８億円 
 

  平成２８年度当初予算は骨格予算として編成したため、前年度比６６０億円の減

少（▲８．８％）となります。 

  なお、同じく骨格予算として編成した平成２４年度当初予算と比べると、５４９

億円の増加となります。これは、地方消費税の税率引上げ等による税交付金等の増

（＋２８２億円）や、高齢化の進展等に伴う扶助費の増（＋１９０億円）が主な要

因です。 

義務的経費 人件費  

原則として年間所要見込額を計上 扶助費 

公債費 

一般行政経費 税交付金等 年間所要見込額を計上 

その他 原則として継続的なものや政策的判断 

を伴わないものを計上 

投資的経費 普通建設事業費  

 補助・単独 継続的なものを中心に概ね４～５割を 

計上 

災害復旧事業費 年間所要見込額を計上 

国直轄事業負担金 肉付け予算で計上予定 

２．平成 28年度当初予算編成の基本的な考え方 

３．平成 28年度当初予算の概要 
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骨格予算編成時の肉付け予算 当初予算

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

(※)       は、当初予算額（平成２０・２４年度は６月補正後予算額も併記） 

 

（１）歳入予算の主な事項  
 

  ① 県      税         １，５５５億円（＋３．４％） 
 

      景気回復に伴って個人所得等の増加が見込まれることから、個人県民税が前年

度比３３億円の増加（＋６．９％）、法人二税（法人県民税・法人事業税）が前

年度比９億円の増加（＋２．８％）となるとともに、地方消費税が前年度比１１

億円の増加（＋３．９％）となります。これらの結果、県税収入は、前年度比 

  ５１億円の増加を見込んでいます。 
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 ② 地方交付税         ２，１６８億円（＋１．５％） 
 

      前年度比３２億円の増加を見込んでいます。 

      なお、地方交付税の代替財源である臨時財政対策債（３３６億円）と合算した

「実質的な地方交付税」の額は、県税収入の伸びを勘案して、前年度比３０億円

の減少（▲１．２％）となる２，５０４億円を見込んでいます。 
 

 ③ 地方譲与税            ２７８億円（▲８．４％） 
 

      平成２６年度の税制改正に伴う地方法人特別譲与税の減少により、前年度比  

  ２５億円の減少（▲８．４％）を見込んでいます。 

 

  ④ 地方消費税清算金      ６６３億円（＋６．４％） 
 

      景気回復に伴う地方消費税の増加により、前年度比４０億円の増加（＋６．４

％）を見込んでいます。 
 

  ⑤ そ の 他          
 

      骨格予算として編成したため、前年度に比べて、歳出予算と連動する分担金及

び負担金で２６億円（▲６５．２％）、国庫支出金で２６６億円（▲２４．２％）、

繰入金で１６４億円（▲３９．５％）、県債で３５２億円（▲３６．６％）の減

少をそれぞれ見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）歳出予算の主な事項  

 ① 一般行政経費            ５，０７６億円（＋１．８％） 
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ⅰ）人件費            ２，１１２億円（＋０．２％） 

   退職手当の増加（＋４億円）などにより、前年度比５億円の増加（＋０．２

％）となります。 
 
   ⅱ）扶助費               １，００４億円（＋２．９％） 

    後期高齢者人口の増及び 1人当たりの医療費の増に伴う後期高齢者医療給付

費負担金の増（＋９億円）や、認定こども園の増加に伴う施設型給付費の増（＋

９億円）などにより、前年度比２９億円の増加（＋２．９％）となります。 
 
  ⅲ）物件費・その他       １，９５９億円（＋２．９％） 

    骨格予算として編成したため、原則として継続的なものや政策的判断を伴わ

ないものを中心に計上している一方で、県税収入の増に伴う市町村交付金の増

（＋３４億円）や、都道府県間で清算を行う地方消費税清算金の増（＋１０億

円）などにより、前年度比５５億円の増加（＋２．９％）となります。 

 

 ② 投資的経費             ６３０億円（▲５３．５％） 
 
   普通建設事業費（補助事業・単独事業）は、肉付け後の予算（見込み）を見据

えながら、継続的なものを中心に、その概ね４～５割を目途に計上し、災害復旧

事業費は所要見込額を計上しています。 

  

 ③ 公 債 費           １，１２４億円（▲２．２％） 
   
    公債費は、臨時財政対策債の償還が増加する一方で、通常債の償還が減少する

ことから、前年度比２６億円の減少（▲２．２％）を見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 各項目についての計数は、単位表示未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない

場合がある。 
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なお、平成２８年度当初予算の主な事項は、付表１（35～45ページ）、歳入歳出の

詳細は、付表２（46～48ページ）のとおりです。 

 

 

参考 特別会計予算の内容 

 

  県が特定の事業を行う場合、その経理を明確にするために、一般の歳入歳出と区

分して、法令や条例により設置された会計を特別会計といいます。 

  本県では、中小企業振興資金特別会計をはじめ 14 の特別会計があり、その平成

28年度当初予算額の合計は、1,478億 67百万円となっています。 

  平成 28年度特別会計の当初予算の詳細は、付表 3（49ページ）のとおりです。 

 

 


